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～政策関連～ 

 

中国印紙税法可決 

税率引き下げ、計算根拠明文化など 
 

平素より格別のご高配を賜り誠にありがとうございます。 

 

6 月 10 日、中国第 13 回全国人民代表大会（全人代、国会に相当）常務委員会第 29 回会議にて『中華人民

共和国印紙税法1』（中華人民共和国主席令第 89 号、以下『印紙税法』）が採択・公布されました。2022 年 7 月

1 日より施行されます。 

1988 年 10 月 1 日施行の『中華人民共和国印紙税法暫行条例』（中華人民共和国国務院令第 11 号）、およ

び 2011 年 1 月 8 日施行の改訂版2（中華人民共和国国務院令第 588 号、以下『暫行条例（改訂版）』）と比べ、

一部課税項目に係る税率が引き下げられたほか、納税義務者の明確化、計算根拠の明文化、証券取引に係

る印紙税率の明記などがなされました。 

 

 主な変更点 

『暫行条例（改訂版）』からの主な変更点は以下の通りです。 

【図表 1】『暫行条例（改訂版）』と『印紙税法』の比較 

 
※課税すべき証憑とは、『印紙税法』の「税率表」に掲載されている契約、権利譲渡文書、営業帳簿などを指す 

 

 

                             
1 『中華人民共和国印紙税法』の原文については下記リンクをご参照ください。 

http://www.chinatax.gov.cn/chinatax/n367/c5165283/content.html 
2 2011 年の改訂は印紙税に対し徴収管理を行う際の準拠法を『中華人民共和国税収徴収管理暫行条例』から同正式法へ変更したのみ。 

ポイント 『暫行条例（改訂版）』 『印紙税法』

納税
義務者

中国国内で課税すべき証憑※を作成・受領する企業や個人 左記に加え、下記を対象として明記
• 中国国内で証券取引（預託証券を含む）を行う企業や個人
• 中国国内使用の証憑を域外で作成する企業や個人

計算根拠

契約書などの費用・記載金額 • 計算根拠には増値税を含まない
• 明確な金額が記載されていない場合は実際の決済金額（なけれ

ば証憑作成時の市場価格）で確定する
• 法により政府公定価格・政府指導価格を執行すべき場合は関連

規定に基づき確定する
• 証券取引の場合は取引金額（なければ取引日の終値）とする
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（関連法規に基づき、中国アドバイザリー部作成） 

 

 『印紙税法』施行後の税率 

大枠は 2011 年の『暫行条例（改訂版）』を踏襲しながら、一部に関し項目の調整や税率の見直しが行われま

した。詳細は【図表 2】をご参照ください。 

【図表 2】『印紙税法』施行後の税率 

 
（『印紙税法』及び『暫行条例（改訂版）』に基づき、中国アドバイザリー部作成） 

ポイント 『暫行条例（改訂版）』 『印紙税法』

免除範囲

• 証憑の副本・写本
• 財産所有者が財産を政府、学校、社会福祉機関などに寄

付する場合の証憑
• 財政部より免税を承認されたその他証憑

左記に加え、以下を免除範囲に追加
• 外国在中国大使館、領事館及び国際組織の中国駐在代表機

関の館舎獲得時の証憑
• 中国人民解放軍、武装警察部隊作成の証憑
• 農民、家庭農場、農民専業協同組合などの農業生産手段の購

入または農産品販売の際の売買契約および農業保険契約
• 無利子または割引貸借契約、国際金融組織による中国への優遇

貸付に係る貸借契約
• 非営利医療衛生機関が医薬品などを仕入れる際の売買契約
• 個人が電子商取引事業者と結ぶ電子注文書
（住民の住宅ニーズの保障、企業制度改革・再編、破産、零細企
業の発展支援などにつき、国務院が印紙税の減免を指示したもの）

罰則

• 印紙を未貼付または過小貼付の場合、税務機関は是正を
命じ、補充印紙金額の20倍以下の罰金を科すことができる

• 印紙を未消印の場合、未消印印紙金額の10倍以下の罰
金を科すことができる

• 印紙を重複使用の場合、重複使用印紙金額の30倍以下
の罰金を科すことができる

『中華人民共和国税収徴収管理法』に基づく

項目 税率 備考

契約
類

貸借契約 貸借金額の0.005％ 金融機関、その他金融機関と借入人との賃借契約

ファイナンスリース契約 リース料の0.005％

売買契約 代金の0.03％ ※個人作成の動産売買契約含まず

請負契約 報酬額の0.03％ 0.05％から引き下げ

建設工事契約 代金の0.03％ 建設工事地質調査・設計契約につき、0.05％から引き下げ

輸送契約 輸送費用の0.03％ 0.05％から引き下げ

技術契約 代金、報酬、使用料の0.03％ ※下記特許権、ノウハウ使用権の譲渡に係る文書含まず

リース契約 リース料の0.1％

保管契約 保管料の0.1％

倉庫貯蔵契約 貯蔵料の0.1％

財産保険契約 保険料の0.1％ 保険金の0.003％から調整
※再保険契約含まず

権利
譲渡
文書

土地使用権、建築物所有権
の譲渡などに係る文書 代金の0.05％

持分譲渡に係る文書 代金の0.05％

商標権、著作権、特許権、
ノウハウ使用権の譲渡に係る文書 代金の0.03％ 0.05％から引き下げ

営業帳簿 払込資本金、資本剰余金の
合計の0.025％ 0.05％から引き下げ

証券取引 取引金額の0.1％ 譲渡人負担、譲受人は対象外
※預託証券含む

【撤廃された項目】
• 営業帳簿につき、その他帳簿に係る1件ごと5元の印紙税を廃止
• 権利証、許可証明書に係る1件ごと5元の印紙税を廃止

引き下げ 調整
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 中国における税制の現状 

本件後、中国における 18 種類の税目に関し、すでに 12 種類につき税法として立法化され、残り 6 種類は

「暫行条例」となっています。詳細は【図表 3】をご参照ください。 

【図表 3】中国における税制の現状 

 
（関連法規に基づき、中国アドバイザリー部作成） 

 

 まとめ 

『暫行条例（改訂版）』と比べ、今回の『印紙税法』では一部課税項目の税率が引き下げられたほか、権利証・

許可証明書に係る印紙税も廃止されたため、企業の税負担軽減につながります。 

また計算根拠の明確化や、課税項目の見直しが行われたことに加え、罰則については『中国人民共和国税

収徴収管理法』に基づくと統一されました。税制の公平性、簡素化の観点からも、中国における税制改革が着

実に進んでいるように思われます。 

一方で、今回は証券取引に係る印紙税が『印紙税法』に加えられるとともに、預託証券についても同様の印

紙税が発生することが明文化されました。財産保険契約に係る印紙税の計算根拠についても調整されており、

関連業務に関わる企業の場合は注意が必要です。 

 

＊ 

 

具体的な実務手続等については、関連主管部門または所在地の法律事務所、会計事務所等にお問い合わ

せください。 

【みずほ銀行（中国）有限公司 中国アドバイザリー部】 

 

個人所得税
『中華人民共和国個人所得税法』

企業所得税
『中華人民共和国企業所得税法』

車両・船舶税
『中華人民共和国車船税法』

環境保護税
『中華人民共和国環境保護税法』

たばこ税
『中華人民共和国煙葉税法』

船舶とん税
『中華人民共和国船舶噸税法』

車両購入税
『中華人民共和国車両購置税法』

耕地占用税

『中華人民共和国耕地占用税法』

税収基本法
『中華人民共和国税収徴収管理法』

契約税

『中華人民共和国契税法』

印紙税
『中華人民共和国印花税法』

都市維持建設税
『中華人民共和国城市維護建設税法』

資源税
『中華人民共和国資源税法』

増値税
『中華人民共和国増値税暫行条例』

消費税
『中華人民共和国消費税暫行条例』

不動産税
『中華人民共和国房産税暫行条例』

都市土地使用税
『中華人民共和国城鎮土地使用税暫行条例』

土地増値税
『中華人民共和国土地増値税暫行条例』

関税
『中華人民共和国進出口関税条例』

税法（12種類）及び基本法 暫行条例（6種類）
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